
















































































   学部と連携して、実践的な教育研究の場としての活用や教育実習の面で改善を図
    っていくことが求められる。
 ②非教員養成大学・学部の附属学校に対しては、今後大学・学部と連携して、国立
   の附属学校として実験的・先導的に取り組むことが必要とされている教育課題等
   当該大学・学部の教育研究上真に必要な課題に対応していくことが期待されてい
   る。





    研究への協力がなされなければ、附属学校としての役割を果たしているとは言い
    難い。大学・学部側、附属学校側のいずれも附属学校は大学・学部の一部である
    という認識を持ち、大学・学部が責任を持ってその在り方を考え、その方向性に
    沿って運営されていくことが必要である。
  ②附属学校が率先して進めている研窄開発等の取り組みについても、多くは大学・
































    実習は「学部の計画に従い」実施するものであり、附属学校との連携をとり
    つつ、学部の側が責任をもって実施に当たるべきである。また、大学・学部
    や附属学校の判断によっては、学内の他学部や他大学の学生の教育実習の場
    として広く活用することも考えられる。
  ②学生の教育実習の在り方については、学生の多くが公立学校に就職している
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    実態にかんがみ、児童生徒の素質能力が比較的均質である附属学校での教育
    実習を行うより、多様な子どもたちで構成されている公立学校で行った方が
    効果があるのではないかという指摘がある。一方で、公立学校では附属学校
    で行っている程のきめ細かい実習は困難であるという意見もある。現在、多
    くの教員養成学部では附属学校と公立学校の両方で教育実習を行っているが、
    今日の学校現場が当面している課題に対応しつつ、教員養成カリキュラムの
    中に教育実習を位置づけていく観点から、このようなことは望ましいと考え
    る。今後、教育実習をより効果のあるものとするため、附属学校と公立学校
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福井大学大学院教育学研究科教職開発専攻
2．福井大学教育地域科学部「学校改革会議」の創設とその展開














































































































































































































































     ・分科会 各7人すっ11の分科会に分かれて3人が報告
       報告者は小9名，中13名，特7名，幼4名、合計33名
       1報告 約60分程度。分科会の司会進行および記録は大学の教員が担当。
































































































     ・分科会 7－8人すっ10の分科会に分かれて3人が報告
          報告者は幼3名、小9名，中7名．特11名，合計30名
       1報告 約60分程度。分科会の司会進行および記録は大学の教員が担当。
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5，   医学部の県立福井東養護学校の分教室のあり方も再検討する。




























    ①気がかりな子ども支援WG
    ②入試・教育理念・カリキュラム検討WG
2）全体世話人：森、三橋、村中、村田、畑、北村の6教員、および出口（事務）
＜今後のスケジュール＞



















   マとして継続して議論していく。今後の日程については、急がないが教育実習開けの1O月頃に開
   催する。グループの中で、12年間のカリキュラムを作る必要性についても率直に議論していく。
   B教頭・教務主任グループは今秋の入試に向けて、8月下旬か9月初旬に開催する。今秋の入試の
   検討は難しいが、お互いの入試の基本的考え方や教育理念に基づく入試の在り方等について議論
   を始めていく。
 ② 本WGと学校改革会議の関連について整理する。本WGが学校改革会議の任務と重なるならば、












































  いる。筆者の手元にあるのは『信州大学教育学部 学部・附属共同研究報告書』2004年3








    ＜中期目標〉
   地域における先進的な教育実践と研究の中心として、大学教員と附属4校園の協働体制のもと、
   学校教育法の理念と幼児・児童・生徒の状況に即した教育の実践と研究を行うとともに、教職人
   学院の拠点校として、長期実習を中核とした学生の実践力向上と教師教育を推進し、地域に開か
   れた学校づくりを目指す。
    ＜中期計画＞
    ①新学習指導要領の改定を踏まえて、附属幼稚園・小学校・中学校では幼一小一中、附属特別
      支援学校では小一中一高の計一2年間を見通した教育理念・方針を策定し、これに基づく実
      践と研究を推進する。
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